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ろでございます。 

 そういったことで、工業団地が造成できれば、ある意味で財政的な基盤、それから人の呼び込

み、働き場所づくり、いろんな意味で経済効果があるわけでありますので、そういったものはや

っぱり前向きに、リスクをなるべく少ない形で進めていきたいというふうに思っておりますので、

ぜひひとつその辺はご理解と後押しをお願いしたいと考えています。 

○議長（中根光男君） 

 15番 矢口龍人君。 

○１５番（矢口龍人君） 

 いずれにしましても、少子高齢化と人口減少の中、自然現象に加え市外転出者が増加傾向にあ

ることを考えると、定住促進に関する施策にあわせて身近に働くことのできる職場を確保するこ

とは、活性化のために不可欠であります。これまで未利用地としてきたインターチェンジ周辺等

の土地利用、新たな工業団地として雇用創出につなげる企業立地を誘導することは必要であると

思います。 

 企業の誘致に当たっては、生産性の高い先端産業や雇用求心力の高い物流・加工など、企業の

誘致を中心に行うことにより、身近な職場の創出により若年層の流出を抑制することが可能とな

るものと思います。同時に、本市の豊かな自然環境の中で住み、働き、学び、魅力ある環境整備

に努めることを忘れてはならないと思います。 

 これらの企業誘致に関する用地の確保に関する問題は、手法によっては大きなリスクを伴うこ

とになりますので、市民と情報を共有し、専門部会をつくるなど幅広い協議・検討を重ね、より

よい結論を導いていただきたいと思います。これは要望とさせていただきます。 

 以上で私の一般質問とさせていただきます。ありがとうございました。 

○議長（中根光男君） 

 15番 矢口龍人君の一般質問を終わります。 

 続いて発言を許します議員の質問は、一問一答方式により行います。 

 ８番 古橋智樹君。 

［８番 古橋智樹君登壇］ 

○８番（古橋智樹君） 

 質問の前に一言謹んで申し上げます。 

 去る２月24日にご逝去されました新井修三元千代田町議会議長がご生前、地域のために尽くさ

れたご功績に、心から敬意とともに哀悼の意を表したいと存じます。私は、その新井議長の足元

にも及びませんが、いただきました職責をしっかり全うしたいと存じます。 

 それでは、平成30年第１回定例会に当たり、通告に従いまして一問一答方式により質問を行い

ます。 

 第１点目の税金使途は絶対もうからなければならない行政意識の改革と自主税収増計画につい

て伺います。 

 税金の使い道は、市民のために事業効果や市民サービスで還元する税収を生み出し、絶対もう

からなければならない。もうからない事業は役所がやるという時代は終わりにしなければならな

い。茨城県の営業戦略部設置など、旧態依然から脱する取り組みも見受けます。かつて公務員の



- 50 - 

非営利で公明正大な倫理観は、もはや超高齢化社会を、少子化社会を支える行政として責任を逃

れ、社会貢献のみを隠れみのにした事なかれ主義化、税金の無駄遣い発生源でもあります。個人、

法人の事業は各個人の出資責任のうちでございますが、行政事業の税金は効果に還元がなくとも

不問とするのか。無駄のない行政運営とは具体的に何か。社会貢献の大義があれば税金使途は市

民のためにもうからなくてもよいのか伺いますと通告いたしました。 

 まず、坪井市長に、この質問をどのようにご理解いただけたのか答弁いただきたいと存じます。 

○議長（中根光男君） 

 市長 坪井 透君。 

○市長（坪井 透君） 

 １点目の税金の使い道は市民のためにつきましてお答えをいたします。 

 もうけという言葉につきましては、社会通念上、いわゆる商売事業の採算を超えた利益、収益

と理解するところでありますが、ご指摘のように、行政も景気の動向に左右されない安定した行

政サービスを維持するために、今後ますます、費用対効果が具体的な税収として還元される設計

の意識を、いわば市民のためにもうけなければならないという要請、そして公務員である職員も

持たなければならないと私も同感するところでございます。 

 また、下水道など行政事業の企業会計化として、総務省から地方公会計制度の新たな指針にお

きましてもキャッシュフローなどと位置づけもあるものの、利益を目的としない行政とした条件

もありまして、おっしゃるとおりもうけるとした意識との乖離は依然否めないのかなというふう

に捉えているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 それでは再質問させていただきます。 

 ただいま坪井市長からご答弁をいただきました。坪井市長は、かつて市内きっての事業実績を

お持ちの方でありますが、私がかいま見ますと、商売は商売なりの仕事、役所は役所なりの仕事

というふうに時に割り切っていられるようにも見受けられますが、これまで坪井市長の選挙スロ

ーガンや施政方針等の中でもトップセールスや経営感覚などといった言葉を用いていたかと存じ

ますが、これらを踏まえますと、改めて坪井市長はこれまでの行政の仕事に自己評価をどのよう

にお持ちでございましょうか、再質問させていただきます。 

○議長（中根光男君） 

 市長 坪井 透君。 

○市長（坪井 透君） 

 地方の景気がまだまだ不透明な中でありますけれども、「言うは易く行うは難し」として、市

長の実績として一例を申し上げますと、地方創生事業におきましては、各市町村が横並びで始ま

った時に、運営計画がまだ定まっていなかった交流センターを活用する判断を下しまして、事業

推進を加速して、現在では茨城県、それから近隣市町村との事業連携に役立て、今後はさらに未

来投資法に基づく事業など、行政として先駆けた取り組みにご指摘のような意識を持って努める
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所存でございます。 

 そのほか各事業につきましても、かすみがうら市の経済基盤として求められる事業を単にもう

けと狙うのではなくて、防災や教育といった面にも市民の安心や次世代育成として、行政サービ

ス一事業をもって複数の行政需要に対応し、より多面的に市民の皆様より多くの費用対効果を税

収として還元できるよう、事業設計する意識に努めたいというところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 ただいまの坪井市長の答弁をもとに、市役所全体の事務を管理される横瀬副市長へお尋ねしま

すが、次年度、30年度から市役所内部局の組織機構も刷新するとのことで、副市長は行政改革の

監督を受け持たれるわけでありまして、私が今回ご指摘申し上げている意識の改革を副市長の行

政改革の監督として、行革の区切りをどのように采配されるのかお考えをいただきたいと存じま

す。 

○議長（中根光男君） 

 副市長 横瀬典生君。 

○副市長（横瀬典生君） 

 それではお答えを申し上げます。 

 ただいまいただきましたのは行政改革についてのいわば意識というところでございますが、ご

存じのように、今、少子高齢化へ社会は向かっているわけでございます。総じて全体人口が減少

いたしまして、さらに生産年齢人口も右肩下がりの状態となっているわけでございます。このよ

うな社会変化の中では、行政サービスの維持がどこまで続けられるか可能性の観点からしますと、

単純に見ましてもソフト事業は、対象人口も減るためコストの軽減は可能だというふうに思いま

す。 

 一方、インフラである道路や河川、各公共施設などは、現状の維持管理を人口が減っても廃止

するということは難しい課題として残ってしまうわけでございます。そのため、長期視点で事業

の併用化、合理化といったことを考えるわけですが、並大抵なことでは実行できないというふう

に思っております。 

 将来には改革も必要となる、そういうふうに想定をしておりますが、すぐに決断することは市

民の皆様に不安を与えますので、ある程度の年数は必要だと考えます。しかし、いつまでも決断

しないというわけにはいきませんので、限られた時間の中で能率的な論議を行い、議会にもお示

しをしながらご理解をいただき、市民の皆様の周知に努めてまいりたいと考えております。 

 なお、改革に取り組む一方、複数の事業が一斉に廃止というような非現実的なケースにはなら

ぬよう配慮に努めてまいりたいと考えております。どうぞよろしくお願いします。 

 以上でございます。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 
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 ただいま横瀬副市長からご答弁をいただきましたその行政改革の姿勢ですね。その行革の御旗

が形骸化しないとも捉えたい答弁を管理するのは、企画と財政の運営を行う市長公室の部門であ

りますが、今定例会でも長期財政見通しを定めた中で、事業をスクラップしていく進捗はいつか

ら顕著にあらわれるのでしょうか。それとも、さきの答弁のとおり、スクラップも現実なかなか

難しいとなれば財源はどのように維持するのでしょうか、お尋ねいたします。 

○議長（中根光男君） 

 市長公室長 木村義雄君。 

○市長公室長（木村義雄君） 

 お答えをいたします。 

 無理無駄のない行政努力を続ける財源確保はおっしゃるとおりでもございます。税金の使い道、

市民のためにもうけなければならないといった具体的な税収の還元をより明確に設計化していく

という意識も、事業評価の中に指標値として具現化することも手段の一つであるというふうに考

えております。 

 現在進めております神立駅あるいは神立停車場線の整備、千代田地区小学校の統合整備など、

大型事業の償還ピークを現在迎えつつある中で、本来であればそのピーク前にスクラップ、廃止

というものが実行されるのが理想的でもあります。 

 しかしながら、少子高齢化で増大する社会保障費、あるいはその他の新たな行政ニーズは社会

変化に応じて発生をいたしますので、それらの需要の発生も踏まえますと、常にスクラップ・ア

ンド・ビルドが行われないと財源の確保は難しいというふうに思うところであります。そういう

イメージを市長公室といたしましてもそれぞれの予算査定あるいは事業ヒアリング等におきまし

ても各部局に求めながら、具体的には、税収還元の確保ができなければ廃止事業を進めるという

ような考えの中で進めていきたいと、そう考えております。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 行政における法定の予算書・決算書は、皆さんもご承知のとおり、従来、単式簿記でありまし

たが、今定例会に同じく配布された平成28年度決算に基づく当市の財務書類では、複式簿記で当

市の財務状況を示すものがございます。 

 さきの市長公室の答弁でありましたように、行政は利益を求めないとの記述もあり、このよう

なことから、実際はまだまだ行政の新会計方針とれっきとした基本的行政理念は相反しています。

そのことから、予算の執行に当たっては、バランスシートの右側に位置します借金残高と現収入

残高は見えず、単式簿記のため使わなくてはならない金額しか見えないということが、今回指摘

している内容でもございます。 

 そのことから、私が申し上げる税金の使途は市民のためにもうけなければならないという意識

を持つためには、新地方公会計制度の中でバランスシートとして財務状況を踏まえるならば、公

務員として税金を執行するに当たり、具体的税収還元を自己資本として、市民のために複式簿記

として民間同等に決算を意識しなければならないと存じます。 

 ただいま申し上げたことにつきまして、再度、市長公室のご答弁をいただけますでしょうか。 
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○議長（中根光男君） 

 市長公室長 木村義雄君。 

○市長公室長（木村義雄君） 

 ご質問の貸借対照表、いわゆるバランスシートであります。バランス右側の純資産として、当

市会計の歳入全体、そして税収はその中に計上をされることになります。 

 一般的に純資産比率は50％を超えることが目標であり、当市の平成28年度決算では普通会計で

56.3％と、その目標を満たしているわけでもあります。実際のところ、国からの地方交付税等で

歳入全体の約３割を補塡されている現状でもあります。 

 したがって、ご指摘の税収還元を施策の中で求めるということは、今後の少子高齢化あるいは

人口減少、施設の老朽化、新たな行政ニーズとしての大型事業起債の償還など、これらを踏まえ

て行政運営の安定のためには欠かせない意識であると十分認識をしております。 

 また、流動比率という指標で平成28年度の会計を見ますと、民間企業の例をとりますと200％

を超えることが望ましいわけでありますが、当市は現在まで継続的に基金の積み立てを行ってき

たことで、普通会計においても200％を超えている状況でもあります。 

 今後の大型事業起債の償還が加わりますと値は下がる可能性があるわけではありますが、その

ことからも、安定した償還のためには、経済関連事業に限らず、社会保障、教育、防災といった

部局においても、自主税源の還元策の事業設計に取りかかっていかなければならないというふう

に考えております。 

 以上でございます。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 それでは、そういった貸借対照表、バランスシートにおける実態と、依然とした行政コストの

指標があるとの市長公室のご答弁を解釈いたしますが、ともあれ、自主税収の設計意識を努力す

ることが行政運営の安定と柔軟性を高めることであると理解しまして、１点目第２項目めに通告

した農工商業、福祉、教育、土木、総務管理における事業者や組織への補助割合と還元する税収

との比較や乖離、差異の根拠、さらに各部局の事業が従来の費用対効果や採算性を市民へのもう

けとして税収に置きかえるならば、人口減少スモールオフィス行革への変化に今後どのように計

画して臨むか伺うということについて各部局の考えもいただきたいわけでございますが、全ての

部局に答弁をいただく時間はございませんので、その意識の必要度の高い部局から順次幾つか伺

いたいと存じます。 

 まずは、当市の歳出においても37％を占める民生費から社会保障施策を担う保健福祉部であろ

うと存じますが、社会保障施策は、皆さんもご承知のとおり、税収などに結びつくことは考えに

くいわけです。しかしながら、超少子高齢化、経済先行きの不透明さから、ますますその社会保

障の費用はふえることが避けられないわけでございます。そういった保健福祉部の事業において

取り組めることはどういったことがあるのかご答弁をいただきたいと存じます。 

○議長（中根光男君） 

 保健福祉部長 寺田茂孝君。 
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○保健福祉部長（寺田茂孝君） 

 それではお答えいたします。 

 保健福祉部は、一般会計では民生費の大部分と衛生費及び介護保険特別会計を執行しておりま

すが、まず高齢者の方、障害のある方に関しての事業には多くの委託や運営助成の費用があり、

これらに関しては、地元優先の事業所、人員を求めることによって市民税収につながるものと考

えております。 

 また、生活保護なども加えた給付事業、扶助事業につきましては、その給付金などの使途も、

地元でできるものは地元で消費するといった環境を部内で共有する必要があろうかと考えており

ます。 

 児童福祉に関しましては、夫婦共稼ぎの状況は今後の日本経済として標準的な環境であろうと

想定されますので、大事なお子様を安心して預けてより仕事に専念いただき、所得の向上に寄与

できるような保育環境や放課後児童クラブ環境等の整備を心がけ、スタッフスキルの充実などの

運用面と心のケアや基礎的な社会学習に寄与できるような環境整備を検討し、保護者の安心感を

サポートできるよう整えていきたいと考えており、さらには働き方改革などによる行政需要の変

化にも対応できるよう注視してまいりたいと考えております。 

 民生費の大きな社会保障の予算執行額を踏まえれば、保健福祉部職員として当然ながら福祉理

念を持ちながらも、地方自治体職員として、地元経済への配慮が安定した福祉行政に還元すると

した意識を心がけていきたいと思います。 

 以上です。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 ただいまの保健福祉部長の答弁におきまして、「地元経済への配慮が安定した福祉行政に還元

するとした意識」が持てるならば、ほかの部局の意識を、市役所全体を牽引できることを切に願

うものでございます。 

 次いで、今後も少子化でありながら教育環境の整備に対する投資がどのように税収に還元でき

るか、教育部長にご答弁いただきたいと存じます。 

○議長（中根光男君） 

 教育部長 飯田泰寛君。 

○教育部長（飯田泰寛君） 

 議員のおっしゃる税収、言いかえれば市民の関心や要求との観点からお答えをすれば、近年の

学校統廃合問題では、少子化が大きく進む中、地域のあり方に大きく影響を及ぼす重大な課題で

あるとの意識の高まりが市民の中で顕著となってまいりました。このことは、28年度に行いまし

た９回の地域懇談会、さらには28年11月からことしの１月にかけて行った16回に及ぶＰＴＡ説明

会等においても十分うかがい知ることができます。 

 そういったことも踏まえまして、教育員会としましては、教育環境の変化に対応するための安

定的な財源の確保を図りながら、子どもたちのための学校施設整備を大山教育長のもとで進めて

きたところでございます。 
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 坪井市長からも、市民の意向を十分に反映し、かつ地域の活性化につながるよう、こちらは地

域コミュニティーを含めてとのことでございまして、整備を進めるよう指示されてもおります。 

 このことが、議員の提唱する地域の活性化、イコール税収の還元という考えに結びついていく

ものと思われます。教育委員会としましても、今後より一層、市民意識に寄り添うことを心がけ

ていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 ただいま教育部長からの答弁、僭越ながらまとめさせていただきますと、市民の関心の高さを、

地域の活性、ひいては税収の還元にと心がけるご答弁をいただきました。 

 従来ですと、保健福祉部や教育部といった事業の費用対効果は、税収面を意識することなく予

算執行を粛々と行う部門でありますが、両部長から事業を持続させるための意識、心がけをいた

だきましたが、職員の資質向上をつかさどる総務部が、これまで市長公室のほうで進めてきた行

革や総務部における職員研修自体の費用対効果を顧みて今後どのように当たられるか、総務部長

にご答弁をいただきたいと存じます。 

○議長（中根光男君） 

 総務部長 小松塚隆雄君。 

○総務部長（小松塚隆雄君） 

 お答えをいたします。 

 職員の研修ということでございますけれども、現在は、地方公務員法に基づくコンプライアン

スの確保、またスキルアップや自己啓発などを目的として実施いたしております。 

 ただいまの市長のご答弁や部長の答弁にございましたように、行財政改革を進めるに当たりま

しては、職員一人一人が自分事として捉えまして、厳しい財政状況に一丸となって立ち向かう、

そのような共通認識を持つことが必要であるということであるかと思います。 

 総務部におきましては、例えば防災の業務では、災害時には市民の生命・財産を守ることを目

的とするなど、事業採算性とはいわば疎遠な面もございますけれども、そのような中でも市政全

体を把握し、時流を捉えた行財政改革や、ファシリティーマネジメントの推進に向けた認識を持

つ職員を養成するよう取り組んでまいりたいと考えますので、引き続き議員の皆様のご指導、ご

鞭撻をお願いしたいと思います。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 税金の使途は絶対もうからなければならない行政意識の改革と自主税収増計画として質問いた

しましたが、執行部と職員一人一人のモチベーションをいま一度立ち返りいただき、市民からの

需要に対し、行政サービスを持続、そして新たに提供できるようご努力をいただきたいと存じま

す。 

 また、社会保障や教育といった事業評価の捉え方にも、その持続のためには自主財源が還元さ
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れるプランがあるのか、そして民間活力を用いるためには、事業の採算性を把握してベンチャー

できるビジネスチャンスを市役所が設計することも、人口減少スモールオフィス行革となるべく

市役所の歩むべき道であろうと存じます。 

 いつ何どき起こるや知れない災害のときは、公務員の皆さんは自分の家族のことは後回しにし

て、いざ市民の生命・財産をひたむきに守られる姿は市民として大変心強いものですから、平時

は行政サービスを持続するために市民のためにもうけていただくという姿勢で、災害時、平時と

のめり張りを持っていただくことが市民との信頼をさらに築くものと存じます。これを機会に見

詰め直していただきたいということを申し上げて、次の質問に移りたいと存じます。 

 次いで、千代田中学校区学校の設置形態の決断について伺います。 

 これまで、施設一体型の小中一貫教育を学校統合の前段方式として見据えておりましたが、昨

今の家庭教育ニーズ、地域活性対策、教育行政の合理化や働き方改革などの条件を目的に、統合

方式をどう最適化して今後のスケジュールにご決断するのか伺いますが、まず初めに、当初統合

案は義務教育学校方針ではなかったか理由を伺いたいと存じます。 

○議長（中根光男君） 

 教育長 大山隆雄君。 

○教育長（大山隆雄君） 

 お答えします。 

 教育委員会では、市長から示された方針に沿って、昨年４月、再度、学区審議会へ諮問し答申

をいただきました。その答申に基づき、「４つの小学校の統合校の位置を千代田中学校の敷地内

に見直す」という小中学校適正規模化実施計画の改定を行いました。また、本年度の施政方針に

は、「小中一貫教育を軸とした教育環境の整備に向け進める」と示されました。 

 当初の案としては、千代田中学校の敷地内で小中一貫教育を進めるということのみで、学校の

設置形態については、義務教育学校あるいは併設型小中一貫型小学校・中学校のどちらとすべき

かは定めておりませんでした。 

 学校教育法等の一部を改正する法律が平成28年４月に施行され、義務教育学校の制度が創設さ

れたとはいえ、まだまだ先進事例も多くはないため、本年度、小中一貫教育基本方針を策定する

中で慎重に調査・研究を重ねてきたところでございます。 

 霞ヶ浦中学校区と下稲吉中学校区については、現在の施設形態から、施設分離型の併設型小中

一貫型小中学校とならざるを得ないことになりますが、千代田中学校については、検討を進める

こととしておりましたので明確にはしていなかったという状況でございます。 

 以上でございます。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 では、再質問させていただきますが、その当初案と坪井市長の判断が加わってからの義務教育

学校案とのメリット、デメリットをいま一度伺いたいと存じます。 

○議長（中根光男君） 

 教育長 大山隆雄君。 
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○教育長（大山隆雄君） 

 お答えします。 

 千代田中学校の同一敷地内に統合小学校を整備するということについては、小中一貫教育を実

施するには最適な条件であると言えます。特に校舎を一体的に整備し義務教育学校とすることが

できれば、その特徴を生かしたさまざまな教育活動が展開できます。 

 また、現在、不登校などの一つの要因と言われている「小中ギャップ」を緩和することができ

ること、さらに、小学校段階の子どもたちが教科担任の先生と触れ合うことで学習意欲の向上が

期待できるなどといったよい面が考えられます。 

 一方、課題となる面については、教員の免許の所持状況などが考えられるわけございます。ひ

とりの学校長の学校経営の目標のもと、義務教育９年間を通した教育課程を編成し、児童生徒が

よりよく社会や世界とかかわり、よりよい人生を送るために必要な資質・能力を育成できるよう

取り組んでまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 再質問、引き続きさせていただきます。 

 デメリットといたしまして一例をいただきましたが、小中一貫義務教育である場合は、先生は

小学校の免許と中学校の免許を両方持っていなければならない。一例を挙げますと、市街化の小

学校などでは、発達障害とまでは申し上げませんが、授業を集中して受けられないような状況も

たまにあるわけでございますが、そういった本来の科目以外に、いわば需要の一つであろうと思

いますが、そういうことで非常に教育委員会としても教員の加配にご苦労されているということ

でございますから、義務教育学校でそういったさらなる必要性が生じたときには、さらに高い人

の配置が困難となる状況であろうと理解するところでございます。 

 いずれにいたしましても、坪井市長が義務教育学校という設置形態のご判断をされるわけでご

ざいますが、私のみならず市民としても、なぜ今となってこういった転機に改まってきたのかと

いう理解がまだ浸透していない状況でございますので、この転機について改めて簡潔に経過をご

答弁いただければと思います。 

○議長（中根光男君） 

 教育長 大山隆雄君。 

○教育長（大山隆雄君） 

 お答えします。 

 去る２月９日の全員協議会において市長から表明されたところでございますが、市民の皆様の

思いを地域の活性化へつないでいくという市長の意志のあらわれが転機となったものと受けとめ

ております。 

 学校の設置形態については、小中一貫教育基本方針では、「区内の小学校の統合を踏まえて、

地域の方々、関係者の方々のご意見を聞きながら検討する」としておりましたので、慎重に調

査・研究を重ねるとともに、学校関係、保護者の皆様、地域の皆様などから広くご意見をいただ



- 58 - 

いてまいりました。それらの意見を集約し総合的に判断をした結果、義務教育学校との決断に至

りました。 

 中学校の余裕教室を活用しながら施設一体型として整備をし、児童生徒が快適に学べる環境を

整えてまいりたいと考えておりますので、平成34年度の開校に向けて、また市内の小中一貫教育

の実施に向けて、保護者の皆様を初め地域の皆様、学校関係の皆様、さらには議員の皆様のご理

解とご協力を心からお願い申し上げるところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 ただいまの大山教育長の答弁で理解させていただきました。坪井市長は、先ほどの質問で教育

部長からもありましたが、懇談会等を踏まえて、市民の皆様の関心の高さをもって地域の活性に

結びつけたい、こういったようにまさしく理解したところでございます。 

 学校統廃合は、千代田中学校区を進めることで、かすみがうら市としては一区切りとなります。

そのことから、千代田石岡インターチェンジ周辺への再度の取り組みや東西幹線道路の整備計画、

さらには現在、議会関係者で進めておりますつくばエクスプレスの茨城空港接続のための関係市

議会の期成同盟会設立など、こういった事業を推進するためには、とにかく市民の皆様の関心を

もってのお力、このお力をもって地域の活性化を起こす必要があるということでございまして、

千代田中学校区の学校統合は、ぜひ市民の皆さんの力をもって進めていただきたいとする坪井市

長の希望を理解させていただきました。 

 今後、その地域活性をほかの市内学校区まで波及効果を具体策を持って取り組みいただくこと

をご期待し、不安をあおるばかりではなく、行政のスキルアップ、そしてその行政の一生懸命な

姿を市民に伝えることにより、信頼をより築いてこそ市民協働のまちづくりが成り立つことをさ

らにご期待申し上げて、私の一般質問を終わります。 

 ありがとうございました。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君の一般質問を終わります。 

────────────────────────────────────────── 

○議長（中根光男君） 

 以上で本日の日程は全部終了しました。 

 次回の本会議は、３月５日定刻より引き続き一般質問を行います。 

 本日はこれにて散会いたします。 

 ご苦労さまでした。 

 

散 会  午後 ３時５０分 

 


